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海難の種類別（Ｒ５）
＜貨物船、タンカー、旅客船、作業船＞

貨物船等の事故
は、約２０％

衝突・単独衝突
が、約６０％
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第三管区海上保安本部海難現況（第三管区海上保安本部管内）

貨物船等海難発生状況（R５） 東京湾

衝突 浸水

単独衝突 火災

乗揚 運航不能



第三管区海上保安本部

R3.7.1 海上交通安全法等の一部を改正する法律 施行

湾外避難

走錨対策強化

情報提供等

走錨起因事故防止対策について

入湾回避



第三管区海上保安本部

☑ 湾外避難の勧告

東京湾における湾外避難・入湾回避勧告について

東京湾＊１において最大風速４０ｍ/ｓ以上の暴風となるおそれがある場合、
東京湾＊１へ台風が到達する２日程度前を目途に発出します。

☞高リスク船等＊2

十分な時間的余裕をもって台風の影響の少ない東京湾＊１外の海域へ避難すること。

☞高リスク船等＊2以外の船舶

東京湾＊１外での避泊等を含む避難海域・方法の選択、避難先の海域に応じた避難
の開始等を適切に行うこと。

☑ 入湾回避の勧告

東京湾＊１において最大風速４０ｍ/ｓ以上の暴風となるおそれがある場合、
東京湾＊１へ台風が到達する２日程度前を目途に発出します。

☞高リスク船等＊2

勧告発令以降、東京湾＊１への入湾を回避すること。

☞高リスク船等＊2以外の船舶

台風の強風域が東京湾＊１に到達する１２時間前以降、東京湾＊１への入湾を回避する

こと。

＊1 東京湾
●千葉県洲埼灯台から神奈川県剱埼
灯台まで引いた線以北の海域

＊2  高リスク船等
●長さ160m以上の自動車運搬船、コ
ンテナ船、ガスタンカー、タン
カー

●長さ200m以上の客船・フェリー、
貨物船

●総トン数5万トン以上の危険物積載
船（液化ガス船を除く。）

●総トン数2万５千トン以上の液化ガ
ス船

●積荷積載率が10%以下の船舶



第三管区海上保安本部走錨対策強化の勧告及び情報提供等について

☑ 走錨対策強化の勧告

東京湾アクアライン周辺海域＊3において平均風速２０ｍ/ｓ以上の強風
が予想される場合に発出します。

☞東京湾アクアライン周辺海域＊3へ錨泊する船舶

●ＶＨＦ１６ｃｈの常時聴守、船橋当直の増員配置、錨鎖の適切な伸出量の
確保、機関及びスラスターの起動、AISの作動維持等を行い、厳重な
走錨事故防止対策を講じるとともに、走錨の早期検知及び早期解消に努め、
東京湾アクアライン関連施設への衝突を防止すること。
●不測の事態に備え、タグボートの手配ができる連絡体制を確立すること。

☑ 海上交通センターによる情報提供、危険回避措置の勧告制度

各対象海域＊4において、
走錨対策強化の勧告が発出された場合に行います。

東京湾海上交通センターから、対象海域＊4に錨泊・航行等する対象船舶＊4
に対し、走錨のおそれなど事故防止に資する情報を提供し、その情報の聴取を
義務化します。
また、船舶同士の異常な接近等を認めた場合に、当該船舶に対し危険の回避を

勧告します。
＊4 対象海域及び対象船舶
●LNGバース及び南本牧はま道路周辺海域（右図❶）、総トン数５００トン超の船舶
●東京湾アクアライン海ほたる灯及び東京湾アクアライン風の塔灯から半径２海里円内の海域（錨泊制限海域を除く）
（右図❷）、長さ５０ｍ以上の船舶

＊3 東京湾アクアライン周辺海域（走錨対策強化海域）
東京湾アクアライン海ほたる灯、東京湾アクアライン風の塔灯を それぞれ中心とした半径２海里円内の
海上交通安全法適用海域 （東京国際空港周辺の錨泊制限海域及び東京湾アクアライン東水路を除く）



第三管区海上保安本部海の安全運動について


